
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

農地中間管理機構や海老名市農業支援センターを活用した集積を促進する。

海老名市 実質化された人・農地プラン

うち後継者未定または不明の農業者の耕作面積の合計 ８８ｈａ

（備考）

５０９ｈａ

３１２ｈａ

２．９ｈａ

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 １５５ｈａ

直近の更新年月日

令和7年3月1日令和5年6月1日

作成年月日対象地区名（地区内集落名）

海老名市全域

市町村名

海老名市

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

＜農業後継者の確保と育成＞
本市の農業を支えていくためには、後継者の安定的な確保が必須である。
また、将来の農業経営に対しては、継続や拡大の意向がある農家が少なく、今後は離農の加速が危惧される。

＜農地の維持と保全＞
都市農業を振興するためには、農地の適正管理が不可欠であるが、農業者の高齢化等により、農地は減少し、荒廃農
地は増加傾向にある。
また、農業用用排水路等の適正な維持管理を図っていく対策が必要である。

＜地場産農畜産物の消費拡大＞
市内農業の持続的発展のためには、地場産農畜産物の安定的な消費が不可欠である。販売場所や販売方法、販路等
の多様化や安定化に向けた取り組みが必要である。

５～１０年後に中心経営体となり得る新規就農者の受入れを促進する。

農地利用は、中心経営体が担うほか、規模拡大を希望する認定農業者や新規就農者の受入れを促進する。

＜災害への備え＞
近年、全国的に自然災害が発生し、甚大な被害が生じており、自然災害に耐えられる、もしくは被害規模を削減させる
事前対策が必要である。あわせて、施設共済等の保険への加入による費用面でのリスクを軽減させることも重要であ
る。



（参考）　中心経営体
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認農法
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経営作目 経営面積
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温室鉢物・花壇苗＋水稲 0.7
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注１：「属性」欄には、個人の認定農業者は「認農」、法人の認定農業者は「認農法」、認定新規就農者は「認就」、
　　法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、基本構想水準到達者は
　　「到達」と記載します。
注２：「今後の農地の引受けの意向」欄については、現状からおおむね５年から10年後の意向を記載します。
注３：「経営面積」欄には、プランの対象地区内における中心経営体の経営面積を記載します。
注４：経営面積については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、計と内訳が一致しないことがあります。
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

５　対象地区における農業における中心経営体の状況

農地の利用集積を推進し、マッチングを促進する。

関係機関と連携し、新規就農者の確保及び後継者の育成を進めるとともに、中心経営体となり得る農業者の確保に努
める。

農業用用排水路や農道等の農業基盤施設を適正管理し、生産性の向上や農地の維持・保全を図る。
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必要な取組みを実現するため、市、農業委員会、JAさがみの三者間協定（海老名市農政業務の連携強化に係る協定）
に基づき、引き続き密に連携を図りながら各種施策に取組むとともに、市内農業の「ハブ」として期待される農業支援セ
ンターも含めて取組む。
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